
問合せ先 福利厚生課経理担当 ☎03-5320-6822

令和元年度決算のあらまし

令和元年度決算の概要についてお知らせします
　令和２年度第１回公立学校共済組合東京支部運営審議会において
承認された決算の概要についてお知らせします。

（人）

年度
区分 令和元年度 平成30年度 増△減 うち任意継続 

組合員
うち介護保険 

第2号被保険者

組合員数 69,368 68,265 1,103 783 35,883

被扶養者数 44,026 43,723 303 337 6,483

短期例月負担金
15,267,089

災害給付  4,700

短期期末手当等負担金
5,512,194

短期期末
手当等掛金
5,500,947

介護例月掛金
1,460,646

介護期末手当等掛金  530,792
介護例月負担金  1,460,747

直営保健給付
63,222

休業給付
5,013,214

介護期末手当等負担金  530,821

任意継続掛金  315,793

介護任意継続掛金  39,638

短期例月掛金
15,234,663

保健給付  15,852,592

附加給付  241,469

一部負担金払戻金
274,936

収入
45,853,330

（千円）

支出
21,450,133

（千円）

組合員
負担分

事業主・
公的負担分

期末手当等負担金
17,463,867

例月負担金
48,361,535

例月保険料
（掛金）

34,185,523

期末手当等
保険料（掛金）
12,442,904

追加費用負担金
15,363,063

収入
127,816,892

（千円）

組合員
負担分

事業主・
公的負担分

教育
238,700

災害  4,000

医療  12,700

一般  
255,300

結婚  38,300

葬祭  1,600

住宅  205,800

住宅災害
19,000

支出
775,400
（千円）

組合員とその被扶養者が、病気・
負傷・休業・出産・死亡したとき
などに給付を行っています。

　収入は458億5,333万円で、平成

30年度に対して1億5,132万円の増

でした。短期給付金の支出以外の掛

金・負担金、介護掛金・負担金は、

全額本部へ送金し、高齢者医療制

度、介護保険、福祉事業の財源など

に充てられます。

　支出は214億5,013万円で、平成

30年度に対して7億1,229万円の増

でした。

組合員とその被扶養者が、健康保
持増進、リフレッシュなどを図る
ための事業です。

　厚生事業費は、9億8,937万円を支

出しました。

   事業内容は右図のとおりです。

組合員が臨時に資金を必要とす
る場合に、貸付け（一般、住宅貸
付けなど）を行う事業です。

　令和元年度の貸付金は、7億7,540

万円を支出しました。

   内訳は右図のとおりです。

組合員が退職・死亡したときに、
年金の給付を行っています。

　 収入は1,278億1,689万円で、平

成30年 度 に対して17億2,891万 円

の増でした。収入は、全額本部へ送金

し、共済年金、基礎年金拠出金などに

充てられます。年金の支給については

本部が行っています。
※�長期給付事業の表の保険料（掛金）および

負担金は、厚生年金、退職等年金および経
過的長期（負担金のみ）の総額です。

組合員数など

短期給付事業

長期給付事業

保健事業

貸付事業

こころとからだの
相談等健康管理事業

231,876

島しょ健康管理
支援事業  
1,280

遠隔地組合員
宿泊利用補助  

1,656

福利厚生
サービス提供事業
313,112

人間ドック等
特定健診事業

416,000

補装具利用補助  93 
除湿機購入補助  615 

その他事業
24,743

支出
989,375
（千円）
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